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1. 序 論

超大型浮体構造物は，海上空港や，風力太陽光発電の基地，そして，災害時の避難場所や防

災基地等としての利用が考えられている構造物である．浮体構造物が超大型である場合，流体上

で構造物が変形するため，設計の際には，構造物の変形と流体の運動との相互干渉を把握してお

く必要がある．海上空港上を荷重が移動する場合の，浮体応答の数値シミュレーションとして，

例えば，遠藤 (2000) , Hermans (2000) , K2龜漁 (2004) 及び山元ら (2013) がある．また，堺

ら (1998) 及び劉堺 (20) は，孤立波が薄板状浮体構造物に入射する場合を対象として，浮体

応答の水理実験を行なった．

ところで，上記の水理実験によれば，波高水深比の大きな孤立波が，薄板状浮体構造物に入射

する場合，孤立波が構造物を伝播中に分裂して，浮体波が生成する．波高が最大の波を主波と呼

ぶことにすると，生成した分裂波は，主波に先行して伝播するが，波の分裂時に，主波のエネル

ギーの一部が，浮体波に移行する．すなわち，主波の波高は，分裂波の生成に伴い低減する．こ

の現象は，津波が超大型浮体構造物を通過する際に，津波高さが低減されることを示唆している

(中平ら，2014) 従って，この性質を利用することができれば，沖に設置した超大型浮体構造

物を用いることによって，巨大津波の津波高さを津波の伝播中に低減させることが可能となる．

そこで，本研究では，薄板状浮体と流体の非線形相互干渉問題を対象とした数値モデル

ら，2012) を適用し，超大型浮体構造物が有する津波高さの低減効果に関して調べる．

ここでは，超大型浮体構造物を水面上に 1基，または，2基設置した場合を対象とし，津波の 1次

元伝播に関して検討を行なう．

2. 基礎方程式系及び数値解析手法
多層流体と大規模薄板構造物の相互干渉の解析のための数値モデル (Kakinuma ら，2012) を適

用する．ここで，流体運動として，非粘性非圧縮性である流体の非回転運動を対象とする．図-

1において，互いに混合しない各流体層を最上層から順に第 $i$層 $(i=1,2, ,I)$ と呼ぶ．鉛直軸 2は，

原点が静水面に位置するとし，鉛直上向きを正とする．第 $i$層の密度 $\rho_{i}$は，各層内で一様であり，
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図-1 薄板状構造物と多層流体

時間に関して一定とする．また，静水状態における第 $i$層の層厚を $h_{i}$ とする．

第 $i$層の速度ポテンシャルを次式のような $N$個のべき関数の重み付き級数に展開する．

$\phi_{i}(x,z,t)=\sum_{a=0}^{N\sim-1}\{f_{j,a}(x,t)\cdot z^{\alpha}\}$ (1)

そして，変分原理を適用すると，次式のような，表面波及び内部波の非線形方程式系が得られ

る $(繍沼, 2W1)$

$\eta_{i,i}^{\alpha}\frac{\partial\eta_{i,1}}{\partial t}-\eta_{i,0}^{a}\frac{\partial\eta_{i.\mathfrak{o}}}{\partial t}+\frac{1}{\alpha+\beta+1}\nabla\{(\eta_{i,1}^{\alpha+\beta+1}-\eta_{i.0}^{(x+/3+1})\nabla f_{i,\beta}\}-\frac{\alpha\beta}{\alpha+\beta-1}(_{\eta_{i,1}^{a+\beta\cdots\cdot 1}-\eta_{j}^{a_{0}+\beta-1}},)f_{i,\beta}=0$ (2)

$\eta_{i,j}^{\beta}\frac{\partial f_{i,\beta}}{\partial t}+\frac{1}{2}\eta_{i,j}^{\beta+r}\nabla f_{i,\beta}\nabla f_{i,\gamma}+\frac{1}{2}\beta\gamma\eta_{j}^{\beta+\gamma-2}f,f_{i.\gamma}+g\eta_{i,j}+\frac{p_{j}j+P_{l}+W_{i}}{p_{i}}=\mathfrak{o}$ $(j=0$ or 1 $)$ (3)

ここで，添え字 $\alpha$ $\beta$及び $\gamma$ に圏して，積の総和規約を用いている．幅切， $\eta$11(切，pi0(切及び

Pil(功は，それぞれ，第 $i$ 屡の下面の界面変動，上薗の界面変動，下面における圧力及び上面にお

ける圧力である．� $=(\partial/\partial x,\partial/\partial_{\mathcal{Y}})$ は，水平方向の微分演算子であり，$g=9.8n\vee$?は，重力加速度

である．また， $P_{i}= \sum_{k=1}^{j-\iota}\{(p_{j}-\rho_{k})_{gh_{k}}\}$ 及び珂 $= \sum_{k=1}^{i}(-m_{k}g\delta_{k})$ であり，m
$7$
.及び $\delta_{i}$臥それぞれ

第 $i$層の上面に位置する第 $i$板の密度及び板厚である．

一方，十分に薄い第 $i$板の運動は，古典理論より，次式で表わされる．

$m_{j} \delta_{i}\frac{\partial^{2}\eta_{i,1}}{\partial t^{2}}+B_{i}\nabla^{2}\nabla^{2}\eta_{i,1}+m_{\grave{t}}g\delta_{i}+p_{j-1,0}-p_{i,1}=0$ (4)

ここで， $B_{i}$は，第 $i$板の麟げ剛性率である．

波高，波長，水深及び密度の代表値をそれぞれ私 4 $d$及び $\rho$ として，諸量を次式のように無次

冗化する．

$x^{*}= \frac{x}{t}, t^{*}=\frac{\sqrt{gd}}{f}t, \nabla^{*}=t\nabla, \frac{\partial}{\partial t^{*}}=(\frac{\partial}{\^{a} t})^{*}=\frac{l\partial}{\sqrt{gd}\partial t},$

(5)

$\eta_{te}*,=\frac{\eta_{i,e}}{H}, B_{i}^{*}=\frac{B_{i}}{pgl^{4}}, P_{i,e}^{*}=\frac{p_{i,e}}{\rho gd’} m_{i}*=\frac{m_{i}}{\rho}, \delta_{i}^{*}=\frac{\delta_{i}}{H}$

x-v5)を式 (4)に代入して，次式を得る．
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図 2 薄板状浮体構造物が設置された計算対象領域の例

$\epsilon^{2}\sigma^{2}m_{i}.\delta_{i}^{l}\frac{\partial^{2}\eta_{j,1}}{\partial t^{2}}+\epsilon B_{i}^{\cdot}\nabla^{2}\nabla^{2}\eta_{j,1}+\epsilon m_{i}^{g}\delta_{i}.+p_{t-l,0}-p_{\iota’,1}=0$ (6)

ここで， $\epsilon=Hld$及び $\sigma=dl$は，それぞれ，波高水深比及び水深波長比の代表値である．各層が相対

的に浅いと仮定し，Takagi (1997) と同様に，薄板の運動に対して $O(e)=O(\sigma^{2})<<1$ を考慮すると，

式�の (左辺第 1項) が無視される．この項を無視し， $\overline{x}W6$) を有次元量に関する式に庚して，第

$i$板の方程式が次式となる．

$B_{i}\nabla^{2}\nabla^{2}\eta_{i,1}+m_{i}g\delta_{i}+p_{j-1.0}-p_{;,\iota}=0$ (7)

以上により，基礎方程式系を式 (2), (3)及び (7) とする．

Nakayama Kakinuma (2010) は，内部波の 1次元伝播を対象とした差分法を提案している．そこ

で，薄板状浮体構造物と表面波の干渉問題が扱えるように改めた Nakayama Kakinuma (2010) の

プログラムを適用して，式 (2), (3)及び (7) を解く．ここでは，断面 2次元内の現象を対象とし，計

算対象領域の境界条件は，両端とも透過条件とする．また，簡単のために，浮体構造物下面及び

底面における摩擦を無視する．なお， $Ka^{k}$inuma ら (2012) は，前述した水理実験結果と数値解析

結果を比較し，本解析手法の再現性が良好であることを確認している．

図-2に示すように，静水深が $h=50.0m$で一様な水域に，超大型浮体構造物を設置する．この水

域における基礎方程式系の定常進行孤立波解を山下柿沼 (2013) の手法により数値的に求める．

そして，水面形のピークが初期状態において $x=2.0hn$ に位置するように， $x$ 軸の正の方向に伝播

する孤立波の水面形及び速度ポテンシャル場の初期条件を与える．本研究では， $T_{x}(1)$ $\not\in$こ示す，流

体の速度ポテンシャルの展開項数を $N=3$ とし，波の分散性を考慮する．また，薄板が存在する位

置の水面に曲げ剛性率を与え，一部の水域を覆う薄板を表現する．こうすることにより，薄板の

端部における波の反射や透過をも考慮することが可能となる．

3. 1基の超大型浮体構造物が有する津波高さの低減効果

3.1 超大型浮体構造物に入射した孤立波の変形

図「2に示す水域の 4.0 $hn\leq x\leq 12.0$ kmの位置に，全長が $L=8.0hn$の浮体構造物を 1基設置する

場合を考える．浮体構造物の曲げ剛性率は， $B=$ 1.0$\cross$ 1Ol]Nm’で一様であるとする．また，入射波の

波高を $a=5.0m$ とする．

この場合における，浮体構造物及び水面の変動を図-3に示す．浮体構造物に孤立波が入射する

と，浮体波が分裂波として発生し，主波の波高が低減する．浮体波の線形分散関係は，次式で表

わされる (坪郷，1997)

18



図-3 一部が浮体梼造物で覆われた水域を孤立波が伝播する場合の衰面形の時間変化 $(h=501)mL=8.0$ Jan,

$B=1D\cross 10^{1i}Nm^{2},$ $a=5Dm)$

$0$ 0.$2$ 0.$4f$ 0.$6$ 0. $8$ 1
$kh$

図鱗 線形分散関係 $(h=20.0m, m=1,\alpha n.O\otimes^{/}m^{3}, B=1.0\cross 10^{\{1}Nm^{2}, s=0.0rl 実線:式 (8)$ による浮体波の線形

分散関係， $O:N=1$ とした場合の浮体波の線形分散関係，破線:自由水面波の線形分散関係)

$\omega^{2}=\frac{Bk^{4}+mg}{ms+\frac{m}{k\tanh(kh)}}$

(8)

ここで， $\omega$ 及び $k$は，それぞれ，浮体波の角振動数及び波数であり， $s$ は，浮体の喫水である．ま

た， $m$ は，浮体の密度である、 例として， $h=20.0m,$ $m=1,(XX).Okym^{3},$ $B=1.0\cross i0^{1i}Nm^{2}$及び $s=0.O$

$\alpha 1$ とした場合の浮体波の線形分散関係を図-4に示す．ここで，式 (1) で示す速度ポテンシャルの展

開項数を $N=1$ とした場合の浮体波の線形分散関係，並びに，自由水面波の線形分散関係も示され

ている．このうち，$N=1$ とした場合には，浅水域を対象としており，波の分散は，浮体の曲鋼 1

性率のみによって現れる．

図-4では，グラフの勾配が，波の位相速度，すなわち，波速の，線形浅水波の波速に対する比

を表わす．従って，浮体波は，波長が短い波ほど波速が大きいことがわかる．このため，図 $\sim$3に

示された通り，分裂により発生した波長の短い波が，主波に先行して浮体構造物を通過し，続い

て，波長の長い，波高の低減した主波が，浮体構造物を通過する．

なお，津波の伝播に伴 $t\rangle$ , 浮体構造物に曲げモーメントが作用するが，相対的に大きな曲げモ

ーメントは，こうした短波長の分裂波に起因する (中平ら，2014)
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図う 各地点における相対最大水位 $\eta_{1_{Jl}n}/\eta_{(\}nr}(h=50.0m, B=1.0\cross 10^{12}Nm^{2}, a=5.0m)$

こうした浮体波に対して，自由水面波では，波長が長い波ほど波速が大きい．従って，浮体構

造物を通過後は，波長の長い主波が，波長の短い分裂波に追い着いて重合する．従って，この重

合の過程で，ある区間にわたって，主波の波高，すなわち，津波高さの増加が見られる．この津

波高さの増加は，図-3において，時刻 $t=5\alpha$) $s$で顕著である．

その後，波長の長い主波が，波長の短い分裂波を追い越すと，主波の波高は，再度，低減し，

入射波の波高を下回る．すなわち，超大型浮体構造物が，津波高さの低減効果を有すると言える．

図-3に示した場合，波長の長い主波が，波長の短いすべての波を追い越し，主波の波高がほぼ一

定となったときの最大水位は，約 3.5 $m$であり，最終的な主波の波高は，入射波波高の 7割程度に

低減している．

3.2 超大型浮体構造物の全長と津波高さの低減効果との関係

図-2に示す水域に，曲げ n1J性率が $B=1.0\cross 10^{12}Nm^{2}$の浮体構造物を 1基設置する場合を考える．

浮体構造物の沖側端の位置は，$x=4.0hn$ とする．また，入射波の波高を $a=5.0m$ とする．

この浮体構造物の全長 $L$ が異なる場合の，相対最大水位の数値解析結果を図{ に示す．ここで，

相対最大水位 $\eta_{1,11rx}/\eta_{\alpha_{Imx}}$ は，各地点における，浮体構造物を設置した場合の最大水位 $\eta_{1_{f}mx}$ と，浮
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霞つ 各地点における相対最大水位 $\eta_{i}/\eta(h=50.Om, L=4.0h\alpha a=5.0m)$

体構造物を設置しない場合の最大水位 $\eta$owの比である．図-5より，浮体構造物の全長が長いほど，

最終的な津波高さの低減効果が大きくなることがわかる．また，図叔 b) に示すように，浮体構造

物の全長が $L=8.0$ km及び $1(\rangle.O$ kmの場合には，いずれの地点の津波高さも，浮体構造物を設置し

ない場合の津波高さを下回っている．なお，浮体構造物の全長が $L=10.Ohn$ の場合，最終的な津

波高さは，浮体構造物を設躍しない場合の 6割以下にまで低減している．

3.3 超大型浮体構造物の曲げ剛性率と津波高さの低減効果との関係

図-2に示す水域の 4.$O$ km $\leq x\leq 8.Ohn$の位置に，全長が $L=4.0kn$の浮体構造物を 1基設置する場

合を考える．入射波の波高は， $a=5.O$ とする．

この浮体構造物の曲げ剛性率 $B$が異なる場合の，各地点における相対最大水位 $\eta$ lw/$\eta\phi$mxを図$\dashv$

に示す．これより，浮体構造物の曲げ剛性率が大きいほど，浮体構造物が発揮する，津波高さの

最終的な低減効果が大きくなることがわかる．

ところで，主波は，浮体構造物を通過した後，波高が定常状態になるまでに，ある距離を伝播

する必要があるが，この必要とされる伝播距離は，図℃ によると，浮体構造物の曲げ剛性率が大

きいほど長くなっている．これは，浮体構造物の曲げ剛性率が大きい場合に，分裂波が数多く生

成されるためである．浮体構造物の曲げ劉性率が大きい場合，波高が大きく低減して，波速が遅

くなった主波は，長い波列の分裂波を追い越し切るまでに，長い伝播距離を要する．

3.4 入射波の波高と津波高さの低減効果との関係

図-2に示す水域の 4.$Ohn\leq x\leq 8.OM$の位置に，全長が $L=4.Ohn$の浮体構造物を 1基設置する場

合を考える．浮体構造物の曲げ剛性率は， $B=1.O\cross 10^{12}Nm^{2}$ とする．

入射波の波高 $0$が異なる場合の，各地点における相対最大水位 $\eta$ 12/$\eta$0mを図-7に示す．これよ

り，入射波波高が大きく，入射波の波形勾配が大きい場合ほど，浮体構造物が発揮する，津波高

さの最終的な低減効果が大きくなることがわかる．なお，入射波の波高が $a=15.Om$ の場合，最終

的な津波高さは，浮体構造物を設置しない場合の 5割以下にまで低減している．

4. 2基の超大型浮体構造物が有する津波高さの低減効果

図-2に示す水域に，浮体構造物を 2基設麗する場合を考える．1基目及び 2基目の浮体構造物の
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図-7 各地点における相対最大水位 $\eta_{1_{J1}u}l\eta_{\phi ru}(h=50.0mL=4.0h4 B=1Dx1\mathfrak{o}^{12}Nm^{2})$

$\sigma 1 15 20 25$
$x(i\alpha r\backslash )$

le $t\vee\backslash$ 2く$\rangle$

$x(\backslash \}_{(Xt})$

(b) $\Delta L=25hn$, 3.$0hn$及び $3Skm$

図唱 各地点における相対最大水位 $\eta_{1,nn\kappa}/\eta \mathfrak{g}_{0R}(h\simeq 50.0m, L_{1}=L_{2}=4.0 Bl=坊 =1Dx10^{11}Nm^{2}, a=5.0m)$

全長をそれぞれ $L_{1}$及ぴあとし，これらがともに 4.0 $hn$ であるとする．1基冒の浮体構造物の沖側

端の位置は， $x=4.\mathfrak{o}$ hn とする．また，1基目及び 2基貝の浮体構造物の曲げ剛性率をそれぞれ $B_{1}$

及び易とし，これらがともに $1.0\cross 10^{11}Nm^{2}$であるとする．入射波の波高は， $a=5.Om$ とする．

2基の浮体構造物の間隔△乙が異なる場合の，各地点における相対最大水位 $\eta$ l,r$\alpha$

/
$\eta\Phi\alpha$を図 4に
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示す．ここで， $\Delta L$ は，1基冒の浮体構造物の岸側端と，2基目の浮体構造物の沖側端の問の距離で

ある．これより，最終的な津波高さは，浮体構造物の全長のみならず，浮体構造物の間隔 $\Delta L$ にも

依存することがわかる．最終的な津波高さの低減率は， $\Delta L=1.O$ km, 1.5 km, 2.0 km, 2.5 km, 3.$O$

$M$及び 3.5 $kn$の順に，約 26%, 28%, 29%, 26%, $1\gamma/_{0}$及び 7%であり， $\Delta L=2.O$ kmの場合に最も

大きい．この $\Delta$L $=2.Okn$ の場合，主波は，1基昌の浮体構造物を通過した後，波の重合によって波

高が大きくなった状態で，2基瞬の浮体構造物に入射している．このため，2基霞の浮体構燈物に

対する入射波の波形勾配が大きく，その結果 津波高さの低減効果が大きくなっている．このよ

うに，浮体構造物を数基に分劇して，適切な間隔で設置することにより，津波高さの低減効果を

より大きくすることが可能である．

S. $\varphi_{\beta}$ 論

薄板状浮体と流体の相互干渉問題を対象とした数値モデルを適用し，超大型浮体構造物が有す

る津波高さの低減効果に関して検討した．そして，次のような結論を得た．

津波が超大型浮体構造物に入射すると，分裂して浮体波が生成され，これに伴い津波高さが低

減される．

・浮体構造物を通過後，水面波となった分裂波に，後続の主波が重合して，ある区間，主波の波

高が大きくなる．

その後，津波高さは，低減し始め，主波が分裂波を追い越し切ると，超大型浮体構造物が有す

る，津波高さの最終的な低減効果が発揮される、

・浮体構造物の全長，浮体構造物の曲げ剛性率，そして，入射する津波の津波高さが大きいほど，

津波高さの最終的な低減率が大きくなる．

. ある浮体構造物を通過した後，分裂波との重合により増幅した主波が，次の浮体構造物に入射
すると，後者の浮体構造物の灘波高さの低減効果が大きくなる．従って，津波高さの最終的な

低減率は，浮体構造物の間隔にも依存する．

なお，浮体構造物の側方を津波が伝播する場合には，浮体構造物背後に津波が回折するであろ

う．この回折波によって，浮体構造物が津波高さを低減する水域が，鰯限される可能性がある．

従って，今後，こうした回折波を含む，津波の 2次元伝播問題を対象として，浮体構造物が有す

る津波高さの減衰効果に関して検討する必要がある．
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